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【基本姿勢】
　本市の特色（強み）を生かした魅力ある持続可能な農林水産業の振興によって稼げるまちづくりに取り組みます。
　また、地域資源を活用した６次産業化やふるさと納税制度を活用した地場産品の流通拡大に取り組むため、部内はもとより関係機関と連携・協力しながら、
より効果的な情報発信につなげるなど新たな事業の構築に取り組みます。

【総合計画・基本理念】
（１）人権尊重
　○農林水産業への多様な就業希望者に対し、県や関係団体と連携し、それぞれの経験や生活設計に応じた支援に努めます。
　○家族経営協定を推進し共同経営者として、夫婦や親子の地位・責任を明確にするとともにワークライフバランスに努めるなど、農林水産業の就業者の誰
もが性別や年齢に関係なく個性や能力を十分に発揮できる環境づくりに努めます。
（２）市民協働
　○ＮＰＯなどの市民活動団体、女性やシニア層、障がい者など多様な担い手が農林水産業の分野において活躍できる地域社会の実現を目指します。
　○地産地消とともに地域外への流通拡大に向け、生産者と製造業、流通業、観光業など多様な事業者が協力し合うネットワークの構築を目指します。
（３）地域力活用
　○農林水産業従事者だけではなく、地域住民が一体となって取り組む共同活動を支援することにより、農山漁村が有する多面的機能の維持・発揮を図りま
す。
　○ふるさと納税制度を通じて、地域の農林水産物品等を積極的に発信することで、地場産品の振興と本市の認知度向上を図り、寄附額増加による自主財
源の確保に努めます。

【総合計画・基本目標】
3-1 農業の振興
　○地域の特性を生かした農畜産物の安定的な生産や６次産業化、農商工連携などによる高付加価値化の推進、担い手の確保や農地の集積を図るととも
に、環境保全型農業やスマート農業の取組を推進し、持続可能な農業の実現を図ります。
3-2 林業・木材産業の振興
　○資源循環型林業システムの推進や木材利用拡大、木材加工流通体制の整備、林業従事者の就労環境の充実による担い手の育成・確保等の持続可能
な森林・林業・木材産業の支援に取り組みます。

職　員　数　　　　　　　（人） 6月補正後予算額　　　　　　　　（千円） 令和6年度中に策定予定の計画　　（根拠法令等）

前年度繰越額（千円）

正　 職 　員 35
一般会計 1,432,437 日向市食育・地産地消推進計画（食育基本法）

特別会計

令和６年度　部局経営方針

部局名 農林水産部 部局長名 福永　鉄治 令和6年7月1日 現在
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3-3 水産業の振興
　○豊かな水産資源の確保による漁業経営の基盤強化と担い手育成を図り、持続可能な漁業の推進に取り組みます。
5-1 秩序ある土地利用と都市空間の形成
　○地籍調査の早期完了を目指し、地上法及びリモートセンシング技術(航測法)による調査を計画的に進めます。
6-5 未来につなげる財政運営
　○ふるさと納税事業の体制を強化し、市の施策や魅力に加え、返礼品情報などをメールマガジン等で積極的に発信することで、寄附受入額の増加を図ると
ともに、返礼品提供事業者等と連携しながら事業の適正運用に努めます。

令和６年度　部局経営方針

部局名 農林水産部 部局長名 福永　鉄治 令和6年7月1日 現在



様式１－２　総合計画に基づく重点戦略と重点プロジェクト 【農林水産部】

指標の説明 目標値 単位 実績値 達成状況

1

1　就農希望者、新規就農者に
対する農地のあっせんや事業の
活用支援など、農業の担い手の
確保・育成に努めます。

農
業
畜
産
課

農業次
世代人
材投資
事業費
補助金

新規就
農者経
営発展
支援事
業費補
助金

原油価格の高止まりによる燃油
価格や輸送コスト、出荷資材の
高騰など、厳しい経営環境にあ
る中、担い手の確保・育成を図る
ためには、栽培技術や農業経営
が不安定な新規就農者等に対
する支援が必要です。

技術の習得や農地、施設等の確
保に向けたワンストップの支援
体制を強化し、伴走型支援を行
います。
認定新規就農者に対しては、国
庫補助事業等による継続した支
援を行います。
農業委員等と連携し、就農に必
要な農地や施設等の確保、リス
トの作成に努めます。

農業次世代人材投資事
業費補助金を交付しま
す（上半期交付予定者５
名）。
新規就農者経営発展支
援事業費補助金を交付
（上半期交付予定者１
名）します。
新規就農の相談や農
地・施設等の確認を行
います。

農業次世代人材投資事
業費補助金を交付しま
す（下半期交付予定者５
名）。
新規就農者経営発展支
援事業費補助金を交付
します（下半期交付予定
者１名）。
新規就農の相談や農
地・施設等の確認を行
います。

新規就農者
数

5 人 0 Ｃ

新規就農者に対して国
庫補助事業を活用し支
援を行うとともに、関係
機関と連携した巡回指
導を行うことで農業経営
の向上が図られました。

物価高騰等に伴う初期投資費
用及び生産コストの高騰によ
り、新規就農のリスクが高い状
況にある影響で、R6の新規就
農はありませんでした。今後も
担い手確保のため、新規就農
者等に対する支援が必要です。

新規就農者等に対し、
引き続き、国庫補助事
業を活用して、施設導
入や経営安定に係る
支援を行います。ま
た、定期的な巡回指導
等により、経営向上を
図ります。

2

2　集落営農の組織化や農作業
支援組織の利用促進、女性農業
者や農業法人に対する支援な
ど、多様な担い手の確保に努め
ます。

農
業
畜
産
課

多面的
機能支
払交付
金事業

高齢化等に伴う農地や農業用施
設の維持管理の困難に加え、多
面的機能支払交付金の事務の
効率化が課題となっています。

高齢化等に伴う課題を解決し、
多面的活動の推進を図るための
支援を行います。

農村地域が有する多面
的機能について地域住
民への普及・啓発を行う
とともに、活動組織の役
員会に参加し、課題の
抽出や事業の情報提供
等の支援を行います。

活動組織の役員会に参
加し、取組成果や課題
の整理、それらを踏まえ
た次年度の活動計画作
成について支援を行い
ます。

多面的機能
活動組織の
維持

11 組織 11 Ａ

各組織の抱える様々な
課題や、多面的機能支
払事業における活動上
の留意点等について助
言等の支援を行いまし
た。

高齢化等による農業用施設等
の維持管理の困難に加え、多
面的機能支払交付金の事務が
繁雑であることから、組織への
事務支援等を行う必要があり、
組織数の増加に伴い、市職員
の負担が年々増加する傾向に
あります。

多面的機能支払事業
に係る活動組織に対
し、引き続き助言等を
行うとともに、活動面
積の拡大への支援を
行います。

3
3　担い手への農地集積を推進
し、作業の効率化による収益の
向上を図ります。

農
業
畜
産
課

農地中
間管理
事業

少子高齢化等による担い手不足
によって、荒廃農地が増加して
いることから、担い手の作業効
率の向上と経営の安定を図るた
め、農地集積を支援する必要が
あります。

農地集積を推進するため、利用
権設定に係る支援を行います。

・鵜毛、籾木地区
本地番に係る利用権設
定の支援を行います。
・その他
新規の農地集積に係る
利用権設定等の支援を
行います。

・鵜毛、籾木地区
本地番に係る利用権設
定の支援を行います。
・その他
新規の農地集積に係る
利用権設定等の支援を
行います。

農地中間管
理事業の実
施総面積

7 ha 12.7 Ａ

利用権設定に係る支援
を行い、農地集積による
作業効率及び生産性の
向上を図りました。

高齢化等に伴い荒廃農地が増
加していることから、担い手へ
の農地集積を推進する必要が
あります。

農地中間管理事業を
活用し農地集積を推
進することにより、優
良農地の確保と担い
手の規模拡大、所得
向上を図ります。

4
4　「へべす」など地域の特性を
生かした農畜産物の安定的な生
産を推進します。

ふ
る
さ
と
物
産
振
興
課

日向地
域のブラ
ンド確立
推進事
業

へべす生産者の高齢化が進む
反面、市内企業の新規参入や栽
培規模の拡大等により、栽培面
積が徐々に拡大しています。
オリーブは、生産者の減少によ
り、面積も生産面積も縮小傾向
にあります。

ブランド品目の新たな作付者に
対し、苗木購入費用を補助する
ことで、栽培面積の拡大に取り
組みます。
へべす等の６次産業化に取り組
む生産者の支援を図ります。

市独自の６次化補助金
を創設するとともに、関
係機関と連携して、６次
産業化に取り組む生産
者を支援します。

ブランド品目であるへべ
すやオリーブ等の苗木
の新植に対する補助を
行い、生産拡大を支援し
ます。

ＪＡみやざき
日向地区本
部における
「へべす」の
出荷量（年
間）

65.0 ｔ 50.5 Ｂ

へべすの苗木購入費を
補助し、生産面積拡大
に取り組みました。ま
た、６次産業化を支援す
る市単独補助を創設し
ました。

へべすは、生産者による個別販
売が増えており、ＪＡみやざき日
向地区本部における出荷量が
低下傾向にあります。また、６
次産業化推進事業補助金の活
用が十分に進んでいません。

ブランド品目のオリー
ブ、ブルーベリー葉
は、近年、交付対象者
が限定的であったこと
から、次年度以降、補
助対象外とします。６
次化補助金について
は、さらなる制度の周
知が必要です。

5
1　林道などの路網の整備推進
や間伐などの森林整備を促進し
ます。

林
業
水
産
課

森林整
備推進
事業

林道や森林作業路等の路網の
整備、人材育成、普及啓発等の
必要な措置を講じ、引き続き、持
続可能な森林経営を支援する必
要があります。

森林整備に必要な作業路の新
設や改良、有害鳥獣防護柵の設
置に対する支援を行います。

９月までに関係機関と連
携・調整して早期の事業
実施に取り組みます。

２月までに事業を完了し
ます。

路線の新設・
改良数

8 件 8 Ａ

林道は、３路線の舗装
工事等、作業道は、８路
線の改良を実施しまし
た。
防護柵は、14,581ｍ設
置しました。

関係機関と連携した森林整備
の事前把握を行い路網の選定
や整備を早期に行う必要があり
ます。

今後も継続して、林道
などの路網を整備する
ことにより、間伐など
の森林整備を推進しま
す。

6
2　林業担い手の確保などに対
する支援を行います。

林
業
水
産
課

林業・木
材産業
振興事
業

本市の林業就業者数は、横ばい
の状況で推移していますが、高
齢化が進んでいるため、新たな
林業の担い手の確保に努めると
ともに、就労環境の充実に取り
組む必要があります。

林業啓発イベント、林業体験ツ
アー等を開催し、担い手の確保
を図るとともに、造林保育施業を
行う現場作業職員の下刈作業
や安全装備等を支援し、就労環
境の充実に取り組みます。

９月までに補助対象者
である森林組合等と事
業計画の協議を実施
し、補助金交付決定を
行います。

２月までに林業啓発イベ
ント、林業体験ツアー等
を実施します。

林業啓発イ
ベント等の開
催回数

4 回 5 Ａ

林業体験ツアー、伐木
チャンピオンシップ、安
全対策講習を実施しまし
た。
また、下刈作業や安全
装備等を支援し、林業担
い手の確保に努めまし
た。

林業就業者の高齢化が進んで
いるため、新たな林業担い手の
確保に努めるとともに、就労環
境の充実に取り組む必要があ
ります。

今後も幼少期からの
「森林環境教育」や
「木育」の推進、労働
安全衛生の向上によ
る就労環境の改善な
ど、継続して取り組み
ます。

課題を踏まえた今後
の方針・方向性
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新規就農者数（累
計）【R6】20人

４
　
資
源
循
環
型
林
業
シ
ス
テ
ム

の
推
進

造林面積（年間）
【R1】48.0ha　↓
【R6】65.0ha

R6下半期 事業内容と成果 事業を進める上での課題R6 予算
事業名

R6現状と課題 R6取組内容 R6上半期
令和6年度　成果指標

番
号

戦略 重点プロ
ジェクト

具体的
な施策

代表的な指標
（KPI）

施策の内容
所
管
課
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指標の説明 目標値 単位 実績値 達成状況

課題を踏まえた今後
の方針・方向性

R6下半期 事業内容と成果 事業を進める上での課題R6 予算
事業名

R6現状と課題 R6取組内容 R6上半期
令和6年度　成果指標

番
号

戦略 重点プロ
ジェクト

具体的
な施策

代表的な指標
（KPI）

施策の内容
所
管
課

7 3　木材利用の拡大を図ります。

林
業
水
産
課

林業・木
材産業
振興事
業

本市は、原木市場や製材工場が
集積する木材加工流通の拠点と
なっています。
今後は、住宅・非住宅分野にお
ける木材利用など、新たな木材
需要の創出を目指し、販路開拓
などに取り組む必要があります。

木材利用促進イベント等におい
て木材製品を出展し、情報発信
を行い、販路拡大・開拓などに
取り組みます。

９月までに補助対象者
である森林組合等と事
業計画の協議を実施
し、補助金交付決定を
行います。

２月までに木材利用促
進イベント等において木
材製品を出展し、情報
発信を行います。

木材需要拡
大のための
PR活動回数

3 回 3 Ａ

川崎市川崎駅前やさし
い木のひろばイベントや
福岡市木材市場にて出
展し、販路拡大へとつな
げました。

木材利用拡大を図るためには、
市民への木材利用の普及啓発
を継続するとともに、市外への
耳川流域町村を含めた販路拡
大のためのPR活動が必要で
す。

耳川のスギを都市部
の自治体との協定に
より木材利用へとつな
げていきます。

8

4　コンテナ苗による通年造林を
推進し、「伐って、使って、すぐ植
える」仕組みづくりに取り組みま
す。

林
業
水
産
課

森林づく
り推進事
業

再造林に係る所有者負担が大き
いことにより再造林意欲が低下
しています。

国土保全造林事業補助金とし
て、再造林に対する補助100千
円以内/ｈａ（スギコンテナ苗木補
助120千円以内/ｈａ）を行い、再
造林を推進します。

関係機関と連携して、再
造林作業の担い手の確
保に努めるとともに、再
造林に係る負担軽減に
よる意識啓発に取り組
みます。

引き続き、再造林の担
い手の確保や意識啓発
に努めるとともに、補助
金の手続を行います。

年間再造林
面積

50 ｈａ 29 Ｃ
28.78haの再造林に対
し、補助金を交付し、支
援を行いました。

伐採面積は増加傾向にある
中、再造林面積は担い手不足
等により減少しています。

造林事業の新規参入・
拡大事業体への支援
を県と連携しながら、
取り組んでいきます。

9
1　藻場の保全や水産資源の保
護・増殖に努め、生産基盤の強
化を支援します。

林
業
水
産
課

水産多
面的機
能発揮
対策事
業

不安定な海況や藻場の消失など
漁場を取り巻く環境は依然として
厳しく、水揚高にも影響を及ぼし
ており、藻場の造成などの生産
基盤の整備に取り組む必要があ
ります。

平岩港地先の藻場において、ウ
ニ等の駆除及びモニタリング等
により、藻場を再生・保全し、藻
場の持つ多面的機能の維持・保
全を図ります。

「平岩採介藻グループ」
の活動計画策定を支援
します。　宮崎海洋高校
と体験学習の協議を行
います。

11月から2月にかけて、
活動計画に基づいた藻
場の再生・保全活動の
支援に取り組みます。
宮崎海洋高校の体験学
習を実施します。
また、水中ドローン等を
活用し、モニタリングを
実施します。

水産多面的
機能発揮対
策事業地区
のクロメ（海
藻）繁殖総面
積

8.6 ha 8.0 Ａ

グループの活動により、
藻場の維持を図りました
が、港湾内への砂の流
入や植食魚類の影響に
より一部藻場の消失が
見られました。
宮崎海洋高校の体験学
習は16名の生徒が参加
し、交流を深めました。
また、宮崎大学の学生
に対して、海洋環境改善
に向けた活動内容等の
講話を実施しました。

活動メンバーが高齢化してお
り、後継者の育成・確保が課題
となっています。
また、水中ドローンの活用に当
たり、機器操作のスキル向上が
求められます。

活動を維持しながら、
若い漁業者への参加
の呼び掛けやボラン
ティアの参加などを検
討します。
水中ドローンをモニタ
リング等に活用し、活
動の効率化を図りま
す。

10

2　漁船や機関・設備の近代化、
漁業の担い手確保などに対する
支援など漁業者の経営基盤の
強化を図ります。

林
業
水
産
課

漁業振
興育成
事業

高齢化の進行や後継者不足等
により組合員が減少し、組織・経
営の健全化及び安定化が課題
となっており、新たな就業者の確
保や外国人材の活用など、経営
安定化に向けた取り組みが必要
です。

漁船保険料の助成及び各種利
子助成、新規就業者への支援等
により、漁業経営の安定化及び
水産業の振興を図ります。

水産人材投資事業補助
金の活用により、新規就
業者への支援を行いま
す。
外国人技能実習生の研
修等への支援を行いま
す。

漁船保険料や漁獲共済
掛金の助成及び各種利
子助成等の支援を行い
ます。

日向市漁業
協同組合に
おける総水
揚額（年間）

3,028 百万円 3,224 Ａ

1名に対し水産人材投資
事業補助金を交付しまし
た。その他、外国人技能
実習生の研修支援や、
漁船保険・漁獲共済の
保険料助成など漁業経
営の安定化に向けた各
種支援を行いました。
昨年度に引き続きマグ
ロ延縄漁の好漁により、
水揚額はほぼ横ばいと
なりました。

高齢化による漁協組合員の減
少が見られる一方、外国人材
の活用は増加傾向にあります。
経営基盤強化に向け、新規就
業者や外国人材等への支援が
必要です。

外国人技能実習制度
の改正内容に適正に
対応するとともに、引
き続き新規就業者や
外国人材の支援、漁
船保険料の助成など
各種支援等による漁
業経営の安定化を図
りながら、水揚額の維
持・増加を目指しま
す。

11

５
　
水
産
資
源
の
保
護
・
増
殖
と
経
営

基
盤
の
強
化

養殖岩ガキの生
産量（年間）【R1】
32.0ｔ　↓【R6】42.0
ｔ

3　「細島いわがき」の生産拡大
やブランド力の強化に向けた支
援を行います。

林
業
水
産
課

漁業振
興育成
事業

イワガキの生産量は年々増加し
ており、新たな特産品として生産
拡大が期待されますが、気象の
影響等により生育状況に差があ
るため、安定した生産体制の構
築を図る必要があります。

「細島いわがき」のブランド力を
強化し収益性の向上を目指すと
ともに、生食出荷のための衛生
検査等の支援により、漁業経営
の安定化及び水産業の振興を
図ります。

生産体制の拡充や販路
拡大に向けた取り組み
を継続します。　イワガ
キの生食用に向けた衛
生検査の支援を行いま
す。

生産体制の拡充や販路
拡大に向けた取り組み
を継続します。　養殖筏
の補修や採苗資材等の
支援を行うとともに、採
苗等の助言・指導を行
います。

養殖イワガキ
の出荷量（年
間）

36 ｔ 32 Ａ

生食出荷のための衛生
検査の支援や、採苗に
係る資材購入費用の支
援を行いました。
成貝出荷は若干減少し
たものの、半成貝の出
荷もあり、出荷総量は目
標に近づくことができま
した。
また、細島いわがき生
産管理部会の会議を開
催し、部会の規約を定
め、高品質なイワガキの
出荷に向けた協議を行
いました。

気象の影響や食害等により、生
育や生産状況に差があり、各
生産者が安定して出荷できる体
制の確立が求められます。
また、プレミアム商品の出荷や
県のブランド認証に向けた取組
及び協議が必要です。

イワガキの衛生検査
代や資材購入費用、
販路拡大の支援など
を継続することで、更
に安定した生産体制
の強化を図り、出荷量
の増加を目指します。
また、プレミアム商品
の出荷体制の確立を
支援します。

２
　
活
力
を
生
み
出
す
に
ぎ
わ
い
づ
く
り

２
　
強
み
を
活
か
し
た
「

 
稼
げ
る
 

」
産
業
振
興
 
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

４
　
資
源
循
環
型
林
業
シ
ス
テ
ム

の
推
進

造林面積（年間）
【R1】48.0ha　↓
【R6】65.0ha

５
　
水
産
資
源
の
保
護
・
増
殖
と
経
営
基
盤
の
強
化

日向市漁業協同
組合における総水
揚額（年間）【R1】
3,028百万円↓
【R6】3,028百万円



様式１－２　総合計画に基づく重点戦略と重点プロジェクト 【農林水産部】

指標の説明 目標値 単位 実績値 達成状況

課題を踏まえた今後
の方針・方向性

R6下半期 事業内容と成果 事業を進める上での課題R6 予算
事業名

R6現状と課題 R6取組内容 R6上半期
令和6年度　成果指標

番
号

戦略 重点プロ
ジェクト

具体的
な施策

代表的な指標
（KPI）

施策の内容
所
管
課

12

ＪＡ日向における
「へべす」の出荷
量（年間）【R1】
83.0ｔ　↓【R6】
120.0ｔ

1　「へべす」など特色ある地域
資源の認知度向上・流通拡大に
取り組みます。

ふ

る

さ

と

物

産

振

興

課

へべす振
興対策
事業

へべす生産が県内全域に拡大さ
れ、県のブランド品目「宮崎県原
産・みやざきへべす」としてPRさ
れていることから、今後は「へべ
す発祥の地・日向」としてのブラ
ンドイメージの保守・向上に注力
するとともに、県全体でのへべす
振興組織の発足を促していく必
要があります。

日向のへべす消費拡大プロジェ
クト会議のホームページやＳＮＳ
等を活用し、国内消費者に向け
積極的に情報発信します。
また、県や企業等と連携して、へ
べすの認知度向上や流通拡大
に取り組みます。

県と連携したへべす販
促イベントやフェア等へ
参加するほか、市内外
の企業と連携した９月６
日の「へべすの日」をPR
する取り組みなどを行
い、へべすの認知度向
上と流通拡大に取り組
みます。

「へべす発祥の地・日
向」のブランドイメージの
保守と、県内外における
認知度向上を目指すた
め、ＳＮＳを活用したプロ
モーションに取り組みま
す。

情報発信回
数

24 回 33 Ａ

インスタグラムを活用
し、「へべす発祥の地・
日向」や９月６日の「へ
べすの日」をPRするキャ
ンペーンを実施し、2000
名以上の新規フォロ
ワーを獲得しました。

　「みやざきへべす」として県全
体での栽培・販売が始まる中、
県等が行う販促活動の中で“へ
べす発祥の地・日向”をいかに
情報発信していくかが課題と
なっています。

県全体でへべす栽培
や流通を振興する協
議会や部会等の設立
を、県や経済連等に促
します。

13

ふるさと日向市応
援寄附金事業者
数（年間）【R1】45
事業者　↓【R6】
85事業者

3　ふるさと納税制度を活用した
地場産品の流通拡大に取り組
みます。

ふ

る

さ

と

物

産

振

興

課

ふるさと
日向市
応援寄
附金事
業

寄附受入額が伸び悩んでいる現
状を打破するために、改めて本
市の強みや魅力などを分析し積
極的な情報発信を行い、さらに
新規事業者や新規返礼品の掘
り起こしをすることが必要です。

委託事業者や返礼品提供事業
者などと連携を深め、新規返礼
品の掘り起こしや、PRなどを充
実させ、寄附受入額の増加を図
ります。

寄附者の目線にたった
魅力ある返礼品となるよ
う、寄付金額等の見直し
やブラッシュアップを実
施し、さらに積極的な返
礼品のPRで寄附額の増
加を図ります。

新規事業者の開拓やび
新規返礼品の掘り起こ
しを行うほか、経費の精
査や見直しに取り組み
ます。

事業者数 115 事業者 136 Ａ

新規事業者の開拓や新
規返礼品の掘り起こしを
強化した結果、事業者
数について目標値を大
きく達成しました。

今後さらに寄附受入額を増加さ
せていくため、本市の魅力など
を分析し積極的な情報発信を
行い、併せて新規事業者や新
規返礼品の掘り起こしを継続し
ていく必要があります。

引き続き、新規事業者
の開拓や新規返礼品
の掘り起こしを行い、
寄附受入額の増加に
つなげていきます。
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７
　
観
光
４
駅
の
活

性
化

1　食の魅力や特色あるお土産
品など、様々なメディアを活用
し、国内外へ向けた情報発信に
取り組みます。

ふ

る

さ

と

物

産

振

興

課

へべす振
興対策
事業/地
場産品
の魅力
発信事
業

観光４駅と呼ばれる民間の物産
販売拠点ににおいては、経営母
体が異なることもあり、それぞれ
独自の取り組みを実施していま
す。今後は、新商品開発などに
相互に協力して取り組むこと等
により連携強化を図り、売り上げ
の向上につなげる必要がありま
す。

特産品や観光、移住定住政策な
どをまとめたランディングページ
を作成し、ターゲットを捉えた
SNS広告等により本市の特産品
の情報発信を行います。また、
観光４駅の来客者の傾向や取扱
商品の消費動向等を分析し、新
たな商品開発等に繋げます。

これまでのヒュー！日向
の取り組みの既存資産
を活用したランディング
ページを作成し、首都圏
等に向け、年代や嗜好
などターゲットを的確に
捉えたSNS広告を展開
することで、本市特産品
の魅力を発信し、ファン
層拡大に努めます。

観光４駅の消費者動向
分析による新商品開発
や売り場改善、ＳＮＳを
活用したキャンペーン等
を実施し、本市特産品
のPRやファン拡大に取
り組みます。

情報発信回
数

24 回 33 Ａ

特産品や観光地を一元
的にまとめたランディン
グページを作成するとと
もに、ターゲットを絞り込
んだ効果的なSNS広告
配信を実施しました。

SNS広告配信は、反応が少な
い地域もあったことから、配信
対象地域や対象者について見
直しを行い、効果的な情報発信
につなげる必要があります。

引き続き、効果的な
SNS広告配信を実施
し、本市特産品等の認
知度向上や、交流人
口・関係人口の拡大に
努めます。
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７
　
観
光
４
駅
の

活
性
化

2　市外の観光イベントなどへ参
加し、販売促進に取り組みます。

ふ

る

さ

と

物

産

振

興

課

へべす振
興対策
事業/地
場産品
の魅力
発信事
業

市の特産品は、県外ではまだま
だの認知度が低いため、首都圏
等での販促活動を継続して実施
し、特産品のPR、認知度向上に
取り組む必要があります。

県や企業等と連携し、首都圏等
で開催される物産展に参加する
ことで、本市特産品のPRを行
い、認知度向上に努めます。

新宿みやざき館KONNE
での物産展「地域リレー
フェア」への参加や県外
利用者の多い宮崎空港
での物販イベントを開催
するなど、本市特産品
のPRと認知度向上に努
めます。

企業が主催する首都圏
等での物販イベントに参
加し、本市特産品のPR
と認知度向上に努めま
す。

販促活動実
施回数

5 回 10 Ａ

東京や福岡など大都市
圏での物販を行ったほ
か、テレビドラマとタイ
アップするなど市特産品
の認知度向上に取り組
みました。

物販イベントについては、費用
対効果を見ながら、よりPR効果
の高い地域での実施や、内容
の見直しを行う必要がありま
す。

引き続き、県や企業等
と連携しながら、首都
圏等での物販イベント
に参加し、本市の多様
な特産品等の認知度
向上、消費拡大に取り
組みます。

16 -

1　旅行者や全国のひょっとこ踊
り愛好者、各種イベント参加者
のほか、ふるさと納税やワー
ケーションなどを通して関わりを
持った方が応援してくれる、再訪
してもらえる関係人口の増加に
取り組みます。

ふ
る
さ
と
物
産
振
興
課

ふるさと
日向市
応援寄
附金事
業

寄附受入額が伸び悩んでいる現
状を打破するために、新規寄附
やリピーター獲得のために、効
果的な情報発信を継続する必要
があります。

新たな主力返礼品の開発に取り
組むほか、メールマガジンなどで
返礼品情報などを積極的に発信
し、さらに寄附金の「使い道のご
報告」をダイレクトメールで送付
するなど、リピーター数の増加に
つなげます。

開発中の体験型観光コ
ンテンツ等を返礼品とし
ての採用を検討するほ
か、新規寄付獲得やリ
ピーターの増加につな
がる新たな主力商品を
開発します。

県内外等で催されるイ
ベントや県人会等に積
極的に参加し、寄付受
入につながる物産等を
PRするとともに、寄附金
の「使い道のご報告」を
ダイレクトメールにより
寄附者に送付します。

寄附受付件
数

75,000 件 92,824 Ａ

新たな主力返礼品の開
発に取り組むほか、メー
ルマガジンなどで返礼品
情報を積極的に発信し
た結果、寄附受入件数
について目標値を大きく
達成しました。

新規寄附やリピーター獲得のた
めに、効果的な情報発信を継
続する必要があります。

引き続き、効果的な情
報発信を行い、寄附受
入額の増加につなげ
ていきます。
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４
　
自
然
豊
か
で
快
適
な
強
い
ま
ち

づ
く
り

１
　
助
け
合
う
災
害
に
強
い
ま
ち
づ

く
り
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

３
　
国
土
強
靭
化
の
推
進

-
9　防災重点ため池の整備に取
り組みます。

農
業
畜
産
課

農業水
路等長
寿命化・
防災減
災事業

北の内２号ため池の改修工事実
施にあたり、用地の確定や関係
する土地権利者の了解を得る必
要があります。

用地の整理を行い、工事発注に
向けた準備を行います。

用地測量業務を発注
し、用地の確定を行いま
す。

改修工事の発注を行
い、工事に着手します。

工事発注件
数

1 件 0 Ｃ

ゲート設備の制作を発
注予定でしたが、土木工
事との綿密な調整を要
することから、次年度予
算調整により早期に発
注します。

工事着工の際に、ため池の水
を抜く作業などが必要となるた
め、農閑期での調整を図る必要
があります。

工事発注にあたって
は、設備の制作期間を
見据えながら、農閑期
での施工を目指し調整
を図ります。

２
　
活
力
を
生
み
出
す
に
ぎ
わ

い
づ
く
り

３
　
新
た
な
人
が
集
ま
る
魅
力

づ
く
り
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

８
　
新
た
な
関
係
人
口
の
創
出

２
　
活
力
を
生
み
出
す
に
ぎ
わ
い
づ
く
り

２
　
強
み
を
活
か
し
た
「

 
稼
げ
る
 

」
産
業
振
興
 
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

６
　
地
場
産
品
の
流
通
拡
大
と
ふ
る
さ

と
納
税
制
度
の
活
用

観光４駅の売上金
額（年間）【R1】
486,170千円　↓
【R6】501,000千円



様式１－３　その他に取り組む重点事業 【農林水産部】

番
号

基本目
標名称

施策名
称

具体的
な施策
名称

所
管
課

R6予算
事業名

R6現状と課題 R6取組内容 R6上半期 R6下半期 取組結果 今後の方向性

1

農
業
畜
産
課

生産性
向上対
策事業

配合飼料や資材価格の高止まり等によ
る畜産経営への影響が大きく、優良家畜
の導入・更新率が低下しており、生産性
低下が懸念されることから、生産基盤の
強化を図る必要があります。

生産基盤強化と畜産経営の維
持安定を図るため、優良家畜導
入に対し支援を行います。

導入経費の一部を助成します。
・優良雌牛６０頭

導入経費の一部を助成します。
　・優良雌牛６０頭
　・優良母豚１５０頭

導入経費の一部を助成しました。
・優良雌牛　 ７３頭
・優良母豚 １１４頭

維持

2

農
業
畜
産
課

家畜防
疫推進
事業

鳥インフルエンザが令和２年、令和４年
に市内で発生したほか、豚熱が令和５年
に九州内で初めて発生、アフリカ豚熱、
口蹄疫についてもアジア地域での発生
が継続していることから、自衛防疫意識
の啓発に努め、発生防止と畜産経営の
安定を図る必要があります。

全畜産農場に消毒用資材を配
布するとともに、若雌牛に対する
牛異常産四種混合ワクチンの接
種を支援します。

牛異常産四種混合ワクチン接種
事業を実施します。
・接種予定　１８０頭

牛異常産四種混合ワクチン接種
事業を実施します。
・接種予定　５２０頭

全畜産農場に消毒用資材を配
布します。
・配布予定　２２０農場

牛異常産四種混合ワクチン接種
事業を実施しました。（接種頭数４
７９頭）
畜産２２１農場に消毒用石灰を配
布しました。

維持

3

林
業
水
産
課

横瀬・広
瀬線（交
付金）林
道改良
事業

未開設区間における災害発生等により、
事業費の増大が予想されることから、事
業期間の延長を含めた検討が必要で
す。

横瀬・広瀬線の林道開設を行い
ます（L＝60m、W＝4.0ｍ）。

県との辺地債協議を実施し、予
算確保に努めます。

10月末までに工事を発注し、３
月末までに令和６年度分の完了
を目指します。

台風10号に伴う被災により工事
発注が遅れ、令和７年９月末に令
和６年度工事が完了する見込み
となっています。

維持

4

林
業
水
産
課

林道施
設長寿
命化対
策事業

修繕計画と実施設計による事業費の差
が著しいことも多く、計画の変更を余儀
なくされる場合に調整が困難です。

11橋の法定点検を実施します。

９月末までに令和６年度業務委
託を発注します。　９月末までに
林道パトロールに併せて１回目
の林道橋のパトロール及び維持
管理作業を行います。

３月末までに業務委託を完了さ
せます。　３月末までに２回目の
林道橋のパトロール及び維持管
理作業を行います。

３月末までに橋梁点検の業務委
託を完了し、林道のパトロール及
び維持管理を行いました。

維持

5

④
　
森
林
の
適
正
な

管
理
の
推
進

林
業
水
産
課

森林経
営管理
制度事
業

市内の森林は、小規模面積の所有者が
多いことに加え、高齢化や世代交代等に
より境界が不明な森林が多く、手入れの
行き届いていない森林があるため、地籍
調査を効率良く進め、森林整備の促進を
図る必要があります。

迫野内区の森林所有者に対し
て意向調査を実施します。
経営管理権を設定し、森林整備
を実施します。

迫野内区の森林所有者に対し
て意向調査を実施します。
昨年度までの意向調査において
市に経営管理を委ねたい意向を
示した森林所有者に対し、現況
調査やヒアリング等を行います。

森林現況調査の結果、林業経
営に適さないと判断した場合、
経営管理権を設定し、切捨間伐
等の森林整備を実施します。

迫野内地区の森林所有者４３に
人対して意向調査を実施しまし
た。
また、3.71haの森林経営管理権を
設定し、２件（施業面積0.32＋
0.57=0.89ha）の切捨間伐を行い
ました。

維持

6

3
　
産
業
振
興

3
　
水
産
業
の
振
興

①
　
水
産
資
源
を
守
り
増
や

す
取
組
の
推
進

林
業
水
産
課

魚貝類
放流事
業

資源量が減少傾向にある魚種等につい
て、県資源管理実践漁業者協議会にお
いて決定された放流事業を広域的に取
り組む必要があります。

日向市漁協が実施するヒラメ等
の稚魚放流事業に係る種苗費
に対して補助を行います。

６月頃に日向灘沖で放流を実施
します。

次年度以降の放流計画の協議
を行います。

６月に細島港沖と美々津港沖で、
ヒラメの稚魚37,000尾の放流を行
いました。
また、次年度の放流計画につい
て、関係団体と協議を行いまし
た。

維持

3
　
産
業
振
興

1
　
農
業
の
振
興

④
　
畜
産
業
の
振
興

2
　
林
業
・
木
材
産
業
の
振
興

①
　
生
産
基
盤
の
整
備



様式１－３　その他に取り組む重点事業 【農林水産部】

番
号

基本目
標名称

施策名
称

具体的
な施策
名称

所
管
課

R6予算
事業名

R6現状と課題 R6取組内容 R6上半期 R6下半期 取組結果 今後の方向性

7

5
　
社
会
基
盤

1
　
秩
序
あ
る
土
地
利
用
と

都
市
空
間
の
形
成

①
　
計
画
的
な
土
地
利
用
の

推
進

林
業
水
産
課

[R05国
補正]地
籍調査
事業

１筆ごとの土地の地籍を明確にすること
を目的として地籍調査を実施しています
が、進捗率が低い状況にあります。

地上法及び効率的手法（航測
法）を用いた調査に取り組み、
進捗率向上を図ります。計3.99
㎢（換算面積)　・美々津地区
0.19k㎡　・下三ケ地区3.70k㎡・
幸脇地区0.10k㎡

７月までに令和６年度調査分を
発注します。

３月までに令和６年度調査分を
完了させます。

計画通りの日程で発注を行い、３
月までに計4.57㎢（換算面積）の
調査を完了することができまし
た。

維持

8

6
　
地
域
経
営

5
　
未
来
に
つ
な
げ
る
財
政

運
営

②
　
自
主
財
源
の
確
保

ふ
る
さ
と
物
産
振
興
課

ふるさと
日向市
応援寄
附金事
業

令和5年度寄附受入実績
676,149,000円
　
寄附受入額が伸び悩んでいる現状を打
破するために、改めて本市の強みや魅
力などを分析し、積極的な情報発信を行
い、さらに新規事業者や新規返礼品の
掘り起こしをすることが必要です。

委託事業者や返礼品提供事業
者などと連携を深め、新規返礼
品の掘り起こしや、PRなどを充
実させ、寄附受入額の増加を図
ります。

寄附者の目線にたった魅力ある
返礼品となるよう、寄付金額等
の見直しやブラッシュアップを実
施し、さらに積極的な返礼品の
PRで寄附額の増加を図ります。

新規事業者の開拓及び新規返
礼品の掘り起こしを行うほか、経
費の精査や見直しに取り組みま
す。

令和6年度寄附受入実績
1,503,345,000円
委託事業者や返礼品取扱事業者
などと連携を深め、新規返礼品の
掘り起こしや、PRなどを充実さ
せ、寄附受入額の増加に繋げま
した。

維持



様式１－４　行財政改革大綱に基づく行動計画 【農林水産部】

番
号

基本方針 取組項目 実施項目 所管課 R6取組内容 R6上半期 R6下半期 取組実績

1

農
業
畜
産

課
本市の農林水産業の施策や特産品に関
する情報発信に努めます。

市ホームページや市広報、市公式フェイ
スブックなどによる情報発信に努めま
す。

市ホームページや市広報、市公式フェイ
スブックなどによる情報発信に努めま
す。

市ホームページ等の媒体を活用して本市の農産
物の情報発信を行いました。

2

ふ
る
さ
と
物
産

振
興
課

引き続き、日向のへべす消費拡大プロ
ジェクト会議のホームページやＳＮＳ等を
活用した情報発信を行うとともに、これま
でのへべす認証店を発展させた「日向の
へべす応援隊」の取り組みの周知と加盟
店の拡大を行います。

新たな取り組みとなる「日向のへべす応
援隊」のPRをホームページ等で行い、取
り組みのPRと加盟店の拡大に取り組み
ます。

SNSを活用したキャンペーンの実施等に
より、さらなるフォロワーと加盟店の拡大
に取り組みます。

SNSを活用した「へべす」や「発祥の地」をPRする
キャンペーンを２回実施し、インスタグラムのフォ
ロワーが2000名以上増えるなど、効果的な情報
発信に取り組みました。

3

林
業
水
産

課
地元の豊かな農林水産物の消費拡大を
推進するため、情報発信に努めます。

市広報紙や市HP、ＦＢ等への情報掲載を
随時行います。

市広報紙や市HP・ＦＢ等への情報掲載を
随時行います。

森林環境譲与税の使途状況について、市広報紙
と市HPにて情報掲載を行いました。

4 市民ニーズの
的確な把握

農
業
畜
産
課

認定農業者に対する個別巡回を行うこと
で、経営の状況把握や課題の抽出を行う
とともに農業制度資金等の支援制度の
情報提供を行います。

認定農業者の個別巡回を行い、農業経
営状況の把握と各種補助事業や農業制
度資金の情報提供を行います。

認定農業者の個別巡回を行い、農業経
営状況の把握と各種補助事業や農業制
度資金の情報提供を行います。

認定農業者に対する個別巡回を行い、経営状況
や要望等の聞き取りを行い、補助制度等の情報
提供を行いました。

5

ふ
る
さ
と
物
産
振

興
課

引き続き、広報ひゅうがで事業者、返礼
品の紹介を行います。また、市の施策や
魅力に加え、返礼品情報などをメールマ
ガジン等で積極的に発信しすることで、リ
ピーターの獲得、寄付受入額の増加を図
ります。

広報ひゅうがで事業者、返礼品の紹介を
行います。また、市の魅力や返礼品など
の情報をメールマガジン等で積極的に発
信します。

広報ひゅうがで事業者、返礼品の紹介を
行います。また、市の魅力や返礼品など
の情報をメールマガジン等で積極的に発
信します。

広報ひゅうがで事業者、返礼品の紹介を行いまし
た。また、市の魅力に加え、返礼品情報などを
メールマガジン等で積極的に発信しすることで、リ
ピーターの獲得、寄附受入額の増加をに努めまし
た。

6

林
業
水
産
課

森林組合や漁業協同組合を通じて組合
員の声の把握に努めるとともに、必要に
応じて関係事業者から聞き取りを行いま
す。

各種会合等を通じて、市事業等の周知と
市場の動向の把握に努めます。

各種会合等を通じて、市事業等の周知と
市場の動向の把握に努めます。

林政連絡協議会を3回開催し、施策につなげまし
た。
林政連絡協議会及び漁場利用調整協議会を開
催し、関係者と意見交換を行い、情報共有や市
場動向の把握に努めました。

7

農
業
畜
産

課
地域防災計画等に基づき有事の際の迅
速かつ適切な対応に努めます。

情報伝達訓練や防災研修に参加しま
す。

情報伝達訓練や防災研修に参加しま
す。

緊急連絡網を整備するとともに、情報伝達訓練等
に参加することで防災意識の醸成を図りました。

8

ふ
る
さ
と

物
産
振
興

課
地域防災計画等に基づいた、災害時に
おける役割分担と初動対応に努めます。

情報伝達訓練や防災研修に参加し災害
発生時の初動対応を確認します。

防災研修等に参加します。
情報伝達訓練や防災研修を通じ、災害時におけ
る役割分担と初動対応の確認に努めました。

9
災害に対する
職員対応能力
の強化

林
業
水
産

課
地域防災計画等に基づいた、災害時に
おける役割分担と初動対応に努めます。

課独自の情報伝達訓練を実施し、初動
対応を確認します。また、山林火災発生
時の役割分担等を確認します。

防災研修に参加します。
林野火災や災害発生時の役割分担を行い、安全
対策講習会に参加しました。

職員の育成

災害に対する
職員対応能力
の強化

市
民
に
信
頼
さ
れ
る
行
政
サ
ー

ビ
ス
の
提
供

広報・広聴活動
の充実

市政の情報発
信の充実

市民ニーズの
的確な把握



様式１－４　行財政改革大綱に基づく行動計画 【農林水産部】

番
号

基本方針 取組項目 実施項目 所管課 R6取組内容 R6上半期 R6下半期 取組実績

10
農
業
畜

産
課

改正された個人情報の保護に関する法
律や個人情報保護規程に基づき適切な
対応に努めます。

個人情報保護等の研修会に参加しま
す。

個人情報保護等の研修会に参加しま
す。

個人情報取扱研修に参加することで個人情報保
護規程の適切な運用を行いました。

11

ふ
る
さ
と
物
産
振

興
課

ふるさと納税事務の委託事業者及び返
礼品事業者に対し、個人情報保護の適
正な取り扱いの指導を行い、個人情報保
護条例等に基づき、個人情報の適切な
対応に努めます。

個人情報保護等の研修会に参加しま
す。　ふるさと納税事務の委託事業者及
び返礼品事業者に対し、個人情報保護
の適正な取り扱いの指導を行います。

個人情報保護等の研修会に参加しま
す。　ふるさと納税事務の委託事業者及
び返礼品事業者に対し、個人情報保護
の適正な取り扱いの指導を行います。

ふるさと納税事務の委託事業者及び返礼品事業
者に対し、個人情報保護の適正な取り扱いの指
導を行い、個人情報保護条例等に基づき、個人
情報の適切な対応に努めました。

12
林
業
水

産
課

個人情報保護条例等に基づき、個人情
報の適切な対応に努めます。

個人情報保護等の研修会に参加しま
す。

個人情報保護等の研修会に参加しま
す。

個人情報の取り扱いに関して注意喚起を行い、
適切な対応に努めました。

市
民
に
信
頼
さ
れ
る
行
政
サ
ー

ビ
ス

の
提
供

情報公開と個人
情報の保護

情報公開制度
と個人情報保
護制度の適正
な運用



様式１－４　行財政改革大綱に基づく行動計画 【農林水産部】

番
号

基本方針 取組項目 実施項目 所管課 R6取組内容 R6上半期 R6下半期 取組実績

13
農
業
畜

産
課

事務事業評価に基づき事業の見直し等
による事務の効率化を目指します。

前年度の事務事業評価に基づき事務の
効率化に向けた検討を行います。

前年度の事務事業評価に基づき事務の
効率化に向けた検討を行います。

各種事務事業評価及び検証による事務の効率化
を図りました。

14

ふ
る
さ
と

物
産
振
興

課
ふるさと納税業務の一部委託を行い、効
率的・効果的な業務遂行を図ります。

ふるさと納税業務の一部委託を行い、効
率的・効果的な業務遂行を図ります。

ふるさと納税業務の一部委託を行い、効
率的・効果的な業務遂行を図ります。

ふるさと納税業務の一部委託を行い、効率的・効
果的な業務遂行を図りました。

15
林
業
水

産
課

事務事業評価に基づき、事業の見直しや
事務の効率化を進めます。

前年度の事務事業評価を行い、総合的
な検討を行います。

事務事業評価に基づき、次年度の予算
や業務の見直しに努めます。

事務事業評価に基づき、予算や業務の見直しに
努めました。

16 民間活力の活
用

農
業
畜
産
課

農村交流館、農産加工施設及び畜産資
源リサイクルセンターの管理運営を指定
管理者に委託します。

４月に年度協定を締結し、適時、管理運
営状況の点検を行い、必要な指導を行い
ます。

協定に基づき適正に管理されているかを
点検し、次年度に向けた助言を行いま
す。

指定管理者に管理運営を委託することで、効率
的な行政経営を行いました。

17
ＩＣＴの利活用

林
業
水
産
課

森林経営管理支援制度支援システムを
活用し、事務の効率化に努めます。

課内でのシステム操作研修を実施すると
ともに、システムを活用した事務の効率
化を図ります。

同システムを活用し、事務の効率化を図
ります。

森林経営管理支援制度支援システムを活用した
事務の効率化を図りました。

18

農
業
畜
産
課

時間外勤務が常態化しないよう、各職員
が仕事の進め方を見直すとともに、相互
支援による時間外の縮減に努めます。

時間外勤務が常態化しないよう、各職員
が仕事の進め方を見直すとともに、相互
支援による時間外の縮減に努めます。

時間外勤務が常態化しないよう、各職員
が仕事の進め方を見直すとともに、相互
支援による時間外の縮減に努めます。

業務の進捗管理や業務分担の臨時的な変更に
より、時間外勤務の縮減に努めました。

19

ふ
る
さ
と
物

産
振
興
課

業務分担の見直しと計画的な休暇取得
に努め、引き続き、効率的な業務の遂行
を図ります。

業務分担の見直しと計画的な休暇取得
に努めます。

業務分担の見直しと計画的な休暇取得
に努めます。

業務分担の見直しと計画的な休暇取得に努め、
効率的な業務の遂行を図りました。

20

林
業
水
産
課

業務分担の見直しと計画的な休暇取得
に努めます。

業務分担の見直しと計画的な休暇取得
に努めます。

業務分担の見直しと計画的な休暇取得
に努めます。

課内の業務分担の見直しを行いました。
また、計画的な休暇取得を推進しました。

計画的な行政
経営の推進

事務事業の見
直し

効
果
的
・
効
率
的
な
行
政
経
営
の
推
進

行政運営の効
率化の推進

職員の働き方
改革



様式１－４　行財政改革大綱に基づく行動計画 【農林水産部】

番
号

基本方針 取組項目 実施項目 所管課 R6取組内容 R6上半期 R6下半期 取組実績

21
農
業
畜

産
課

事務事業評価に基づき、補助金の必要
性や効果などを検証し、必要な見直しを
行います。

前年度事業の事業評価に基づき、総合
的な検討を行います。

事業評価に基づき、必要な見直しを行い
ます。

補助金の必要性や効果を検証し、適正かつ効果
的な支援を行いました。

22

ふ
る
さ
と
物
産

振
興
課

へべす振興対策事業補助金の有効活用
を図ります。

へべす振興対策事業補助金を有効に活
用した事業を実施します。

へべす振興対策事業補助金の効果を検
証します。

「みやざきへべす」として県全体での栽培・販売が
始まる中、市単独でのへべすに特化した補助金
は廃止することとした。

23
林
業
水

産
課

事務事業評価に基づき、補助金の必要
性や効果などを検証し、必要な見直しを
行います。

前年度の事務事業評価を行い、総合的
な検討を行います。

事務事業評価に基づき、必要な見直しを
行います。

事務事業評価に基づき、補助金等の見直しを行
いました。

25 債権管理の推
進

林
業
水

産
課

補助金返還の適切な債権管理に努めま
す。

分納誓約書に基づく適切な納付指導を
行います。

分納誓約書に基づく適切な納付指導を
行います。

分納誓約書に基づく適切な納付指導を行い、納
付履行を確認しました。

26
ふるさと日向市
応援寄附金事
業の推進

ふ
る
さ
と
物

産
振
興
課

寄附金額の倍増を図るため、返礼品掲
載数を増やし、各種ふるさと納税サイトを
活用して情報発信につなげます。

新規返礼品の開拓と、安定供給の仕組
みづくりに取り組み、寄附件数の増加に
つなげます。

ふるさと納税サイトへの返礼品掲載数を
増やし、寄附件数の増加につなげます。

返礼品掲載数を増やし、各種ふるさと納税サイト
を活用して情報発信を行い。寄附金額の増加を
図りました。

27 使用料、手数
料の見直し

農
業
畜
産
課

農村交流館、農産加工施設及び畜産資
源リサイクルセンターの運営状況を確認
し、適正管理が実施できるよう必要な指
導を行います。

四半期ごとに施設の運営状況を確認し、
必要な指導を行います。

四半期ごとに施設の運営状況を確認し、
必要な指導を行います。

指定管理者による運営状況を確認し、適正管理
のための指導を行いました。

未
来
に
つ
な
げ
る
財
政
運
営

適正な財政運
営

補助金等の見
直し

自主財源の確
保


